
ビルメン業で働く労働者の
安全の確保のために！

(一社)徳島ビルメンテナンス協会労働安全衛生大会

令和６年６月２０日(木)

徳島労働局労働基準部健康安全課
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平成３０年～令和５年 ビルメンテナンス業（全国：死亡者数）

年
事故の型

平成
30年

令和
元年

令和
２年

令和
３年

令和
４年

令和
５年

計

墜落・転落 12 11 2 9 6 8 48

転倒 1 2 1 4

はさまれ・巻き込まれ 1 2 2 5

おぼれ 2 1 1 1 5

高温・低温の物との接触 1 2 3

有害物等との接触 1 1

交通事故 2 3 5

その他 1 5 1 1 8

分類不能 1 1 2

計 18 12 9 17 14 11 81

（単位：人）※定型統計（業種別事故型別労働災害発生状況）による
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全国ビルメンテナンス業死亡災害事例 （令和５年以降発生分から抜粋）

事故の型 起因物
被災時の
作業内容

年齢 災害の概要

墜落・転落 階段 階段の清掃 ７５歳 階段を掃除機で清掃中、階段から転落した。

墜落・転落
その他の
用具

建物窓ガラ
ス清掃

４５歳
ビルの窓ガラス清掃作業をロープ高所作業中
に地上まで墜落した。

墜落・転落 立木等
樹木の
伐採作業

７７歳
立木に登って木の剪定作業中、墜落した。

はさまれ、
巻き込まれ

その他の
一般動力
機械

機械による
清掃作業

８２歳

床のカーペット清掃作業を始めようとして、
ポリッシャー（カーペット洗浄機械）の電源
プラグをコンセントに差したところ、ポリッ
シャーが不意に激しく回転し、電源コードが
首に巻き付いた。

全国ビルメンテナンス業死亡災害事例 （過去年発生分から抜粋）

年齢 災害の概要

５４歳 ８月の上旬、階段のワックスがけ作業中に熱中症により倒れた。

７０歳
商業施設の外周清掃を行っていたところ、後進してきたごみ収集車と倉庫との間に
挟まれた。

７９歳 清掃業務を行っていた医療機関で新型コロナ感染症が発生し感染した。
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ビルメンテナンス業においては、
３つの災害が多くなっています。
① 転倒災害 41.4％
② 墜落・転落災害 19.1％
③ 動作の反動・無理な動作 15.8％

また、転倒災害では女性の割合が
多くなっています。

12

転倒

41.4%

墜落、転落

19.1%

動作の反動、

無理な動作

15.8%

はさまれ、

巻き込まれ

6.9%

激突

4.3%

交通事故

（道路）

3.6%

切れ、こすれ

3.3%
以外の事故の型

5.6%

徳島県内のビルメンテナンス業事故の型別発生状況（平成１２年～令和５年）

男性

18.3%

女性

81.7%

転倒災害の性別割合

２０歳代

5.6%

３０歳代

10.2%

４０歳代

14.1%

５０歳代

21.4%

６０歳以上

48.7%

年代別

２０歳代

10.4%

３０歳代

17.8%

４０歳代

24.4%

５０歳代

21.5%

６０歳以上

25.9%

男性
２０歳代

1.8%

３０歳代

4.1%

４０歳代

5.9%

５０歳代

21.3%
６０歳以上

66.9%

女性

徳島県内のビルメンテナンス業年代別性別の発生状況（平成１２年～令和５年）
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徳島県における業種別死亡労働災害発生状況

年
業種

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

平成
30年

令和
元年

令和
２年

令和
3年

令和
4年

令和
5年

令和
6年

計

製造業 3 3 1 2 2 1 12 

建設業 5 2 4 4 3 3 3 4 2 2 32 

道路貨物運送 2 1 1 1 1 1 3 10 

林業 2 1 1 1 5 

三
次
産
業

小売業 1 1 1 1 2 6 

小売以外 1 1 1 2 3 1 9 

上記以外 2 1 2 1 1 1 8 

計 11 3 10 8 12 7 5 8 9 6 3 82 

（単位：人）※令和６年は令和６年５月速報値
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労働者の転倒災害（業務中の転倒による重傷）を防止しましょう

50歳以上を中心に、転倒による骨折等の労働災害が増加し続けています事業者は
労働者の転倒災害防止のための措置を講じなければなりません



20

転倒予防のために適切な「靴」を選びましょう
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高齢者の特性に配慮した安全衛生対策の推進
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エイジフレンドリーガイドラインは、高齢者を現に使用している事業場やこれか
ら使用する予定の事業場で、事業者と労働者に求められる取組を具体的に示した
ものです。
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